
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度事業評価資料

 事業説明シート  2　乳幼児健康診査事業(継続)

部局課所 　保健所保健予防課
総合計画　 3 章 4 節 2 項 
重点テーマ  2 環境と調和したまちづくりの推進

【①事業の目的】 【②事業の対象】

　乳幼児の発達異常や疾病の早期発見と保健指導により、健全
な発育・発達を促す。

乳幼児　１６，２0４人（１６年度見込み）

【③全体事業概要】
・４か月児、７か月児、１０か月児健診、１歳６か月児、３歳児健診およ
び２歳児歯科健診を実施する。
・３歳児健診において環境保健サーベイランス事業を実施する。（１４
年度開始）

【④国県施策名】   乳幼児健診事業
【⑤国補助率】      １／３
【⑥県補助率】      
【⑦起債充当率】   

【⑧期間別事業概要】
　前期：H15～H17
４か月児、７か月児、10か月児、１歳６か月児、３歳児健診
および２歳児歯科健診を実施するとともに、３歳児健診に
おいて環境保健ｻｰﾍﾞﾗﾝｽ事業を実施する。また、１歳６か
月児健診と３歳児健診へ保育士を配置する。

　後期：H18～H22
４か月児、７か月児、10か月児、１歳６か月児、３歳児健診
および２歳児歯科健診を実施する。また、１歳６か月児健
診と３歳児健診へ保育士を配置する。

事業評価シート  2　乳幼児健康診査事業(継続)

【①事業成果(アウトカム)指標】

指標 受診率

選定理由 全国的に事業の状況を比較できる

計算・推計方法 受診者数／対象者数

留意事項

指標の推移 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

目標 乳児96%幼児
94%歯科90%

乳児96%幼児
94%歯科90%

乳児96%幼児
94%歯科90%

乳児96%幼児
94%歯科90%

乳児96%幼児
94%歯科90%

実績 乳児95%幼児
91%歯科88%

乳児95%幼児
93%歯科88%

事業成果指標・備考 事業成果として、有所見者の追跡が妥当と思うが、乳幼児健診受診者の有所見
の大半は、「症状及び診断不明確な状態」となっており、また、発達途上にあ
る乳幼児の追跡結果の出る時期は、ケースにより個々銘々であるため、まとめ
あげるには困難であるので、全国的に事業の実施状況を比較出来る受診率とし
た。

【②制度・事業の見直し（廃止）】

無 有

【③民間事業との競合、事業外部の条件整備、他部局との連携】

問題無 要配慮 秋田市医師会より、乳幼児の健全な発育・発達のためには、乳幼児健診
委託料は、包括診療（健診だけではなく、一定の検査項目までを定額で
行うことができる）として行うのが適切との要望がある。

【④住民ニーズ、行政需要の動向】

増加傾向 不変 減少傾向 育児不安や心に問題を抱える子どもを持つ保護者の身近な相談の場と
して、また育児交流の場として、話を聞いてもらえる安心の場が求められ
ている。

【⑤市民共生、男女共生の視点】

反映済 反映余地有 関連せず

【⑥市町合併との関連】
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関連無 関連有 健診月齢、健診方式、健診会場等の検討が必要である。

【⑦市が今行う必要性】

無 有 育児支援として、乳幼児の発達異常や疾病の早期発見と保健指導によ
り健全な発育・発達を促すため必要である。母子保健法第12条1項2項
第13条

06保健　2
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度事業評価資料

 事業説明シート  10　予防接種事業(継続)

部局課所 　保健所健康管理課
総合計画　 3 章 5 節 5 項 
重点テーマ  2 少子長寿社会への対応

【①事業の目的】 【②事業の対象】

感染症の発症およびまん延を予防する。 乳幼児（生後３月～90月）
小・中学生
高齢者（65歳以上）

【③全体事業概要】
予防接種法に基づく予防接種
・個別接種５
　麻しん、風しん、三種混合、日本脳炎
　インフルエンザ
・集団接種2
　ポリオ、二種混合

・基礎疾患を有する児を対象とした特別予防接種
・協力医師等を対象とした予防接種研修会
・健康被害者に対する医療費等の支給

【④国県施策名】   
予防接種事故処理費補助金
【⑤国補助率】      1/2
【⑥県補助率】      1/4
【⑦起債充当率】   

【⑧期間別事業概要】
　前期：H15～H17
平成１7年度以降、ポリオの予防接種が不活化ワクチンに
なった時点で、集団接種方式から個別接種方式へ切り替
える。風しん経過措置を平成１５年９月３０日で終了する。

　後期：H18～H22

事業評価シート  10　予防接種事業(継続)

【①事業成果(アウトカム)指標】

指標 予防接種者数

選定理由 接種状況が感染症対策の推進状況を表す。

計算・推計方法 出生数、児童生徒数、65歳以上の老人数から推計

留意事項

指標の推移 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

目標 57,732人 61,655人 72,929人 78,158人

実績 49,275人 51,997人

事業成果指標・備考

【②制度・事業の見直し（廃止）】

無 有

【③民間事業との競合、事業外部の条件整備、他部局との連携】

問題無 要配慮

【④住民ニーズ、行政需要の動向】

増加傾向 不変 減少傾向 対象となる乳幼児、児童生徒数が減少するが、日本脳炎のⅡ期Ⅲ期接
種対象者と高齢者を対象としたインフルエンザ予防接種の実施により、
全体では対象者数が増加する。

【⑤市民共生、男女共生の視点】

反映済 反映余地有 関連せず

【⑥市町合併との関連】

関連無 関連有 対象者の増加
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【⑦市が今行う必要性】

無 有 予防接種法に基づき市が行うもの。(予防接種法第3条1項)
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度事業評価資料

 事業説明シート  11　結核予防接種事業(継続)

部局課所 　保健所健康管理課
総合計画　 3 章 5 節 5 項 
重点テーマ  2 少子長寿社会への対応

【①事業の目的】 【②事業の対象】

結核の予防と早期発見。 乳幼児（４歳未満）

【③全体事業概要】
結核予防法に基づき、ツベリクリン反応検査、ＢＣＧ接種を実施する。

・厚生労働省は、平成１5年度より小中学生のツ反BCG接種を廃止し
た。また、結核予防法を改正して乳幼児の生後６カ月までに１回のみ
BCG直接接種を導入する予定である。
　実施時期等については厚生労働省の動向をみて対応する。

【④国県施策名】   
【⑤国補助率】      
【⑥県補助率】      
【⑦起債充当率】   

【⑧期間別事業概要】
　前期：H15～H17
平成１６年度以降、乳幼児ツ反ＢＣＧを集団接種方式から
個別接種方式に切り替える。

　後期：H18～H22

事業評価シート  11　結核予防接種事業(継続)

【①事業成果(アウトカム)指標】

指標 乳幼児ツベルクリン反応検査及びBCG接種者数

選定理由 接種状況を表す。

計算・推計方法 接種数

留意事項

指標の推移 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

目標 ツ反11,034人
 BCG4,854人

ツ反2,850人
 BCG2,850人

 BCG3,564人  BCG2,980人

実績 ツ反11,167人
 BCG4,995人

ツ反10,349人
BCG4,441人

事業成果指標・備考

【②制度・事業の見直し（廃止）】

無 有

【③民間事業との競合、事業外部の条件整備、他部局との連携】

問題無 要配慮

【④住民ニーズ、行政需要の動向】

増加傾向 不変 減少傾向 対象となる乳幼児が減少している。

【⑤市民共生、男女共生の視点】

反映済 反映余地有 関連せず

【⑥市町合併との関連】

関連無 関連有 対象者の増加

【⑦市が今行う必要性】

無 有 結核予防法第13条4項に基づき市が行うもの。
（結核予防法施行令第2条2）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度事業評価資料

 事業説明シート  20　動物愛護センター（仮称）建設事業(新規)

部局課所 　保健所衛生検査課
総合計画　 未定義 章 未定義 節 未定義 項 
重点テーマ  4 地方分権推進による市民主体の都市個性づくり

【①事業の目的】 【②事業の対象】

　中核市の抑留施設設置義務に基づく抑留施設と、現在保健所
車庫の一角において、暫定的な施設で行っている不用犬猫の引
き取り及び負傷動物の収容業務のための施設を建設し、動物管
理業務をより効率的、効果的に行う。
抑留施設建設後は、市民からのニーズが年々高まっている犬猫
の譲渡事業などを実施できる動物愛護の拠点施設を併設し、市
民への動物愛護と適正飼養の普及を図る。

捕獲　犬　
12年度  210頭   うち返還 45頭
13年度  165頭   うち返還 39頭
14年度　147頭　うち返還 40頭

引取　犬　　　　　引取　猫
12年度   65頭　　12年度  287匹
13年度  101頭　　13年度  471匹
14年度　 44頭　　14年度　358匹

苦情件数　犬　　　　苦情件数　猫
12年度　289件　　　12年度　170件
13年度　262件　　　13年度　223件
14年度　294件　　　14年度　271件

【③全体事業概要】
＜19年度以降＞
　１．犬の抑留
  ２．不用犬猫の引き取り
  ３．負傷動物の収容
  ４．しつけ方教室の開催
＜21年度以降＞
  ５．犬猫の譲渡
  ６．犬猫とのふれあいの場の提供

【④国県施策名】   
【⑤国補助率】      
【⑥県補助率】      
【⑦起債充当率】   

【⑧期間別事業概要】
　前期：H15～H17
狂犬病予防法に基づく犬の抑留施設の基本計画を作成
する。

　後期：H18～H22
犬の抑留施設の建設、および、しつけ方教室や犬猫の譲
渡など動物愛護事業を積極的に実施できる拠点施設を併
設する。

事業評価シート  20　動物愛護センター（仮称）建設事業(新規)

【①事業成果(アウトカム)指標】

指標

選定理由

計算・推計方法

留意事項

指標の推移 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

目標

実績

事業成果指標・備考 平成18年度に施設建設を目標としているため指標設定は行わない。

【②制度・事業の見直し（廃止）】

無 有

【③民間事業との競合、事業外部の条件整備、他部局との連携】

問題無 要配慮

【④住民ニーズ、行政需要の動向】
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増加傾向 不変 減少傾向 放し飼いや糞尿など、犬猫に関する苦情や相談が依然として多い。
○苦情件数　Ｈ10　　 Ｈ11　　　Ｈ12　　　Ｈ13　　 　H14
　犬(猫)　　356(－) 224(142) 289(170) 275(223) 294(271)
○適正飼養、譲渡に関する市民からの問い合わせ
　10回／週程度

【⑤市民共生、男女共生の視点】

反映済 反映余地有 関連せず

【⑥市町合併との関連】

関連無 関連有

【⑦市が今行う必要性】

無 有 　現在県に委託している保護・捕獲犬の抑留業務について、県の抑留施
設の使用期限が平成15年度までとなっていることから、早急に抑留施設
を建設する。それまでの期間は引き続き県に抑留を委託する。抑留施設
建設後、市民からのニーズが高まっている譲渡やしつけ方教室などの動
物愛護事業を実施するための拠点施設を年度ごとに併設していく。
○関連法規：狂犬病予防法第6条･21条･動物の愛護及び管理に関する
法律第３条･18条･19条
○他中核市35市の状況・抑留施設設置数　23市（66％)
・犬猫の譲渡実施数　　　　　　　　　　　　　  25市（71％)
・犬のしつけ方教室実施数（共催含む）　　 28市（80％）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度事業評価資料

 事業説明シート  22　市民栄養調査(新規)

部局課所 　保健所保健予防課
総合計画　 3 章 5 節 3 項 
重点テーマ  2 環境と調和したまちづくりの推進

【①事業の目的】 【②事業の対象】

　市民の食品摂取量、栄養素等摂取量、食生活状況を把握し、
さらに全国や秋田県と食塩やエネルギー、脂質等の摂取量を比
較することにより、健康づくりや生活習慣病予防対策に必要な
基礎資料を得るとともに　「健康あきた市２１」の目標値に対
する評価のための指標とする。

　選定された地区の世帯の世帯員
　　　　　

【③全体事業概要】
　国民健康・栄養調査方式で１１月に実施する。
　市内４地区を選定し、その地区の世帯及び世帯員を対象として実
施する。
　実施地区　市内４地区　
　世帯数　　１６０世帯（１地区４０世帯）　
　対象人数　約６００人
　調査内容
　　・身体状況調査：計測
　　・栄養摂取状況調査：栄養士による聞き取り調査
　　・食生活状況調査：自記式アンケート調査
　　・１日の運動量：歩行数

【④国県施策名】   
【⑤国補助率】      
【⑥県補助率】      
【⑦起債充当率】   

【⑧期間別事業概要】
　前期：H15～H17
　市民栄養調査を実施し、市民の食品摂取量や栄養素等
摂取量、食生活状況を把握し健康づくりや生活習慣病予
防対策に必要な基礎資料を得るとともに「健康あきた市
２１」の目標値の評価指標とする。

　後期：H18～H22
　「健康あきた市21」の最終評価は平成22年度である。平
成21年度に市民栄養調査を実施し目標値の達成度を評
価する。

事業評価シート  22　市民栄養調査(新規)

【①事業成果(アウトカム)指標】

指標 栄養・食生活分野において平成19年度、平成22年度の目標に対する達成状況

選定理由 具体的な目標に対して事業の効果が把握できる

計算・推計方法 達成状況／達成目標値

留意事項

指標の推移 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

目標

実績

事業成果指標・備考

【②制度・事業の見直し（廃止）】

無 有

【③民間事業との競合、事業外部の条件整備、他部局との連携】

問題無 要配慮

【④住民ニーズ、行政需要の動向】

増加傾向 不変 減少傾向 　普段から健康に配慮している市民は多い。（「健康あきた市21」市民意
識調査結果78.9％)
各自が調査結果をもとに、食習慣改善や疾病予防に主体的に取り組む
ことが出来る。

【⑤市民共生、男女共生の視点】
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反映済 反映余地有 関連せず

【⑥市町合併との関連】

関連無 関連有 　両町の食生活状況の実態を把握する必要がある。

【⑦市が今行う必要性】

無 有 　地区別、性別、年齢別等に食品摂取量や食生活状況の実態を把握す
ることで、生活習慣病予防のための各種事業の効果を客観的に評価し、
対策を推進することが出来る。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度事業評価資料

 事業説明シート  23　不妊治療支援事業(新規)

部局課所 　保健所保健予防課
総合計画　 未定義 章 未定義 節 未定義 項 
重点テーマ  2 少子長寿社会への対応

【①事業の目的】 【②事業の対象】

少子化対策として、配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を
助成し、経済的負担の軽減をはかる。

およそ５６０人

【③全体事業概要】
夫婦間の不妊治療のうち、体外受精・顕微受精を実施した場合、年
額１０万円を２年を限度に助成する。ただし、所得制限がある。

【④国県施策名】   
【⑤国補助率】      １／２
【⑥県補助率】      
【⑦起債充当率】   

【⑧期間別事業概要】
　前期：H15～H17
夫婦間の不妊治療のうち、体外受精・顕微受精を実施した
場合、年額１０万円を２年を限度に助成する。

　後期：H18～H22
夫婦間の不妊治療のうち、体外受精・顕微受精を実施した
場合、年額１０万円を２年を限度に助成する。

事業評価シート  23　不妊治療支援事業(新規)

【①事業成果(アウトカム)指標】

指標 制度利用者数

選定理由 少子化対策の一環として経済的負担軽減を図ろうとするものであり、不妊というプライバ
シーに関わることのため、対象者の把握や助成の成果について、指標とすることはなじ
まない

計算・推計方法

留意事項

指標の推移 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

目標

実績

事業成果指標・備考 目標を設定せず、実績のみとする。

【②制度・事業の見直し（廃止）】

無 有

【③民間事業との競合、事業外部の条件整備、他部局との連携】

問題無 要配慮 不妊治療ができる医療機関に限定される。

【④住民ニーズ、行政需要の動向】

増加傾向 不変 減少傾向 現在、自治体独自に不妊治療へ助成しているところがあり、国でも平成
１６年度から、不妊治療への助成を検討している。

【⑤市民共生、男女共生の視点】

反映済 反映余地有 関連せず

【⑥市町合併との関連】

関連無 関連有

【⑦市が今行う必要性】

無 有 厚生労働省では、少子化対策として不妊治療を受けている夫婦に、経
費の一部を助成する制度を、来年度から実施するという情報がある。ま
た、県でも実施を検討していることから、本市も少子化対策としての実施
が必要である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度事業評価資料

 事業説明シート  24　老人保健事業（健康診査・前立腺がん検診）(新規)

部局課所 　保健所保健予防課
総合計画　 3 章 5 節 2 項 
重点テーマ  2 環境と調和したまちづくりの推進

【①事業の目的】 【②事業の対象】

前立腺がんの早期発見、早期治療のために実施する。 50歳以上の男性約56,000人
＊受診者数見込み
平成14年度基本健康診査受診者のうち
50歳以上の男性約3,500人の約75％の
2,600人

【③全体事業概要】
医療機関方式による基本健康診査とのセット健診として、前立腺がん
検診を実施する。

【④国県施策名】   
【⑤国補助率】      
【⑥県補助率】      
【⑦起債充当率】   

【⑧期間別事業概要】
　前期：H15～H17
医療機関方式による基本健康診査とのセット健診として、
前立腺がん検診を実施する。

　後期：H18～H22
医療機関方式による基本健康診査とのセット健診として、
前立腺がん検診を実施する。

事業評価シート  24　老人保健事業（健康診査・前立腺がん検診）(新規)

【①事業成果(アウトカム)指標】

指標 受診率

選定理由 受診率の向上が前立腺がんの早期発見・早期治療につながる。

計算・推計方法 受診者数／対象者数

留意事項

指標の推移 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

目標

実績

事業成果指標・備考 目標設定せず、実績表示とする。

【②制度・事業の見直し（廃止）】

無 有

【③民間事業との競合、事業外部の条件整備、他部局との連携】

問題無 要配慮 健診の精度向上と検診体制について、医師会等関係機関と検討する。

【④住民ニーズ、行政需要の動向】

増加傾向 不変 減少傾向 市民および医療関係者から、検診の早期実施について要望が出てい
る。

【⑤市民共生、男女共生の視点】

反映済 反映余地有 関連せず

【⑥市町合併との関連】

関連無 関連有 検診の実施方法等の調整をはかる必要がある。

【⑦市が今行う必要性】

無 有 近年、前立腺がん患者の増加と死亡率の急上昇が指摘されており、その
対策が急務である。
前立腺がんの早期発見、早期治療をすることで、増大する医療費の抑
制につながる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度事業評価資料

 事業説明シート  27　食肉衛生検査所設置・運営事業(新規)

部局課所 　保健所衛生検査課
総合計画　 3 章 6 節 0 項 
重点テーマ  1 県都としての高次集積都市の実現

【①事業の目的】 【②事業の対象】

　合併により秋田市域にと畜場があることとなるため、と畜場
法に基づく監視指導並びに安全な食肉確保のため、と畜検査員
(獣医師)を置く食肉衛生検査所を設置・運営するもの。

全県、全市、一部他県

【③全体事業概要】
　河辺町にあると畜場(（株）秋田県食肉流通公社：S53.6月設立)の設
置を県が許可したことにより、現在、秋田県中央食肉衛生検査所が
検査業務を行っている。と畜場法の規定により、合併後秋田市の市
域になることによって、保健所設置市である本市がと畜検査員を置い
て検査しなければならないとされている。

【④国県施策名】   
【⑤国補助率】      
【⑥県補助率】      
【⑦起債充当率】   

【⑧期間別事業概要】
　前期：H15～H17
食肉衛生検査所の設置・運営

　後期：H18～H22
食肉衛生検査所の運営

事業評価シート  27　食肉衛生検査所設置・運営事業(新規)

【①事業成果(アウトカム)指標】

指標 なし

選定理由 食肉検査業務であり義務的経費であることから、指標の設定になじまない。

計算・推計方法

留意事項

指標の推移 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

目標

実績

事業成果指標・備考

【②制度・事業の見直し（廃止）】

無 有

【③民間事業との競合、事業外部の条件整備、他部局との連携】

問題無 要配慮 県との調整が必要

【④住民ニーズ、行政需要の動向】

増加傾向 不変 減少傾向

【⑤市民共生、男女共生の視点】

反映済 反映余地有 関連せず

【⑥市町合併との関連】

関連無 関連有

【⑦市が今行う必要性】

無 有 と畜場法、と畜場法施行令により、保健所設置市が食肉検査義務を負
う。
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